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要旨：コンクリート有効応力計が理想的に機能するための理論の再確認を行った結果，ケー

スの剛性および摩擦を低減することにより若材齢時の精度が向上する可能性があることが

わかった。そこで理論どおりに精度が向上するように，低剛性のポリエチレンフォームと低

摩擦のテフロンシートを用いてケースを作製し，これと軽量化ロードセルを組み合わせたコ

ンクリート有効応力計（以下：低剛性型有効応力計）を試作した。低剛性型有効応力計の若

材齢における測定精度の向上効果を調べるために，低剛性型有効応力計および現有効応力計

を用いた比較実験を行った。 
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1. はじめに 

有効応力計は構造物中のコンクリートの応力

を計測する機器であり，1980 年代半ばに実用化

され，永らく使われてきた。有効応力計は荷重

検出器（ロードセル）と柱状部コンクリートが

直列に配置されており，柱状部コンクリートは

フェルト，ポーラスシート，金網，フェルトを

重ね合わせた板でできたケースに収められてい

る。このような構造を持つ有効応力計は，理論

的には，弾性係数が打ち込み後時々刻々と変化

ある一定の精度を持ってコンクリートの応力を

測定することができる。しかし，実際の測定精

度に関しては，硬化後のコンクリートに対して

は確認されているが，マスコンクリートの温度

ひび割れに関連して使用実績の多い硬化途中の

コンクリートに対しては十分な検証がなされて

いない。 

 このような背景から本研究では，有効応力計

の測定原理の再検討を行い，有効応力計の柱状

部コンクリートのケースの軸方向剛性による拘

束作用およびケースと外部との摩擦に関する影

響に関する実験を行った。その結果を，理論ど

おりに精度が向上するように，低剛性のポリエ

チレンフォームと低摩擦のテフロンシートを用

いてケースを作製し，これと軽量化ロードセル

を組み合わせた低剛性型有効応力計を試作し，

その精度を検証した。 

  

2. 基礎理論 

2.1 有効応力計の構造 

現在使用されている有効応力計のサイズはい

くつかあるが，現場で多く使用されているタイ

プを例として図－1 に示す。有効応力計はロード

セルおよび柱状部から構成され，柱状部を形成

するケースの材料は外側からフェルト，金網，

ポーラスシート，ろ紙となっている。フェルト

は細かい綿状の素材であり，周辺部コンクリー

トとの摩擦の低減を目的として使用されている。

金網はコンクリート打設作業や吹き付けコンク

リートにも耐えて形状を維持する目的で使用さ

れ，有効応力計のケースの剛性を高める要因と

なっている。ポーラスシートおよびろ紙は有効

応力計内部と周辺部コンクリートとの水分移動

を可能とするために使用されている。アンカー

は端部において周辺コンクリートと一体させる

ために取り付けられている。 
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図－2  ケースの剛性が精度に与える影響 

2.2 有効応力計が機能するための仮定 

 有効応力計が理想的に機能するためには以下

の 4 つの仮定を満たす必要がある。 

 

1) 有効応力計の両端は周辺部コンクリートと

一体化している  

2) 有効応力計ケースの軸方向剛性による拘束

が無い 

3) 有効応力計の設置される領域では有効応力

計の空間スケール内での一様性が実現され

ている 

4) 有効応力計の側面は周辺コンクリートとの

縁切りが完全である 

 

上記の仮定が全て満たされた時，有効応力計は，

コンクリートの弾性係数の変化の影響，体積変

化の影響を排除し，一定の精度をもって応力を

測定することができる。一定の精度とは，たと

えば，ロードセル部と柱状部の寸法比が１：１

０の有効応力計では，コンクリートの一様な体

積変化の 10％を有効ひずみ（すわなち応力）と

して誤検出する程度である。 

2.3 ケースの剛性が精度に与える影響 

図－2 にケースの剛性およびコンクリートの

弾性係数が，体積変化が生じている時の有効応

力計の応力測定精度に与える影響を示す。縦軸

はコンクリートの体積変化を有効ひずみとして

誤検出する割合を示しており，ゼロに近いほど

正しい測定である。なお，ここにおけるケース

の剛性とは相対剛性 Ap×E（Ap：ケースの断面

積と有効応力計柱状部コンクリート断面積との

比,E：ケースの軸方向弾性係数）である。縦軸

のケースの剛性の大きさによらずコンクリート

の弾性係数が高くなるに連れて有効応力計に導

入される応力は小さくなる。現実的に取りえる

コンクリートの弾性係数は若材齢時を含めると

500～30000N/mm2 程度であるので，ケースの剛

性が 1N/mm2 程度であれば影響はほぼ無いが，そ

れ以上であると誤差を生じてしまう。 

有効応力計のケースの剛性の影響はこれまで

検討されていない。よって，実際にケースの剛

性を測定し 1N/mm2 よりも大きい値ならば，ケー

スによる拘束が精度低下を招いている可能性が

あることになる。 

図－1  有効応力計 概観図 （単位：mm） 
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写真－2 引張試験 

ケース 

油圧ジャッキ

変位計 ケース

集中荷重 

写真－1 ケース曲げ試験概要

3. 有効応力計ケースに関する検討 

3.1 剛性に関する検討 

有効応力計のケースの軸剛性は今まで報告さ

れていない。そこで，大まかな軸剛性を推定す

るためにまず曲げ載荷による変位から曲げ剛性

を求め（写真－1），弾性はりを仮定して軸方向

剛性を求めた。次に，引張載荷によってもケー

スの軸剛性求めた（写真－2）。測定はサイズ 20

×20×200mm のケースと 50×50×500mm のケ

ースを対象に行った。 

 表－1 にケースの弾性係数の測定結果および

剛性（Ap×E）の計算結果を示す。 

曲げ試験，引張試験による測定結果はほぼ一致

した。測定の結果，ケースの剛性は 100～500

（N/mm2）近辺の値だと考えられる。一般的なコ

ンクリートの弾性係数の値は，500～30000N/mm2

程度である。図－2 の検討結果より，ケースの剛

性を 100 N/mm2 と少なく見積もってもコンクリ

ートの弾性係数が 1000 N/mm2 の時点で誤差は 2

割程度である。ケースの剛性を 500 N/mm2 と高

く見積もるとコンクリートの弾性係数が 1000 

N/mm2 時点で誤差は 6 割以上となる。 

 以上の検討結果より，コンクリートの若材齢

時の応力測定において現有効応力計のケースに

よる柱状部コンクリートの拘束は誤差の原因と

なっており，ケースの剛性を小さくすればコン

クリートの若材齢時の精度が向上する可能性が

あるといえる。 

3.2 摩擦に関する検討 

有効応力計が理想的に機能するためにはケー

スの剛性だけでなく，ケースと外部のコンクリ

ートとの摩擦も十分小さい必要がある。現行の

有効応力計ケースの構成材料がコンクリートの

摩擦に与える影響を調べるために図－3 に示す

ような試験装置を作製し，自己収縮試験を行っ

た。 

試験は型枠の内側に現有効応力計ケース材料

である，ろ紙，フェルト，金網を設置後，セメ

ントペーストを型枠に打設，アルミテープにて

密封し，両端部の変位を非接触変位計にて計測

し，供試体の長さ変化率をひずみで表した。ま

た，摩擦のきわめて小さい材料としてテフロン

シートも試験した。表－2 に試験パターン，表－

3 に試験に用いたセメントペーストの配合，図－

4 に試験結果（打設後 1 時間を基点）を示す。現

表－1 弾性係数測定結果 

弾性係数E

(N/mm2)

有効応力計
ケース部断面積

（mm
2
）

有効応力計
コンクリート部断面積

(mm
2
)

相対断面積
Ap

Aｐ×E

(N/mm2)

曲げ試験 478 399
引張試験 671 560
曲げ試験 1501 570
引張試験 1522 578

20×20×
200mm

50×50×
500mm

949 2500 0.38

334 400 0.84
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供試体寸法 設置材料 備考
case.1 テフロン
case.2 ろ紙
case.3 フェルト
case.4 金網

40×40×100mm
設置材料の

厚さは各１mm

表－2 自己収縮試験パターン 

有効応力計材料である，ろ紙，フェルト，金網

を用いた場合と比較して，テフロンシートを用

いた場合の方が自己収縮が大きい結果となった。

これは，テフロンシートが最も自己収縮を拘束

していないことを示していると考えられる。し

たがって，ケースの表面をテフロンシートで覆

うことにより，摩擦を低減し測定精度が向上す

る可能性がある。 

 

4. 低剛性型有効応力計の試作 

 以上の検討より，有効応力計のケースに軸方

向剛性の小さい材料を用い，摩擦の低減のため

に表面にテフロンを使用すれば，若材齢時にお

ける測定精度が高い有効応力計を作製できる可

能性があることがわかった。そこでそのような

要件に適う低剛性型有効応力計を試作した。サ

イズは実際の現場で最も多く使用されている 50

×50×500mｍのタイプと同じものを作製した。 

 新有効応力計のケース素材としてポリエチレ

ンフォームを使用した。ポリエチレンフォームの

剛性は非常に低く，かつ変形量が大きいために破

断しにくい。また，摩擦を低減するためにポリエ

チレンフォーム表面には厚さ 0.05mm のテフロン

シートを貼り付けた。 

作製した有効応力計ケースは柔らかいため，

重いロードセルを支えることが難しい。そこで，

現在使用されているロードセルに加えて，軽量

型のロードセルを用いた場合（写真－3）の 2 種

類の有効応力計を作製した。写真－4 に試作した

有効応力計の写真を，図－5 に構造を示す。 

 

5. 試作有効応力計を用いた比較実験 

5.1 はじめに 

 試作した低剛性型有効応力計の精度を現有効

応力計との比較実験によって検証する。 

5.2 実験概要 

 表－4 に試験パターン，表－5 に実験に用いた

コンクリートの配合表を示す。供試体は 5 体作

製し，それぞれに現有効応力計，低剛性型有効

応力計（現行のロードセル），低剛性型有効応力

テフロン，ろ紙，フェルト，金網

アクリルボード（40×40×10mm）　

非接触変位計
非接触変位計

図－3 自己収縮試験型枠寸法（単位：mm）

図－4 自己収縮試験結果 
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写真－4 低剛性型コンクリート有効応力計写真－3 現ロードセル（左） 

軽量ロードセル（右） 

外側から　テフロン

　　　　　　 新材料（ポリエチレンフォーム)
　　　　　　 テフロン

ロードセルフランジ部

ロードセル

アンカー

図－5 低剛性型コンクリート有効応力計概要  

計（軽量ロードセル），ロードセル，埋め込みひ

ずみ計を供試体中心部に埋設した。養生条件は

全て同一とした。供試体内の温度勾配によって

生じる内部拘束を無くすために厚さ 10cm の発

泡スチロールを型枠に使用した。また，発泡ス

チロールと供試体の間には水分の出入りを防ぐ

ためにラップを設置した。供試体内部の温度勾

配の有無を確認するために，それぞれの供試体

の中心部および型枠内側付近に熱電対を設置し

た。 

5.3 実験結果 

（1）供試体温度 

 供試体中心部の最大温度は低剛性型有効応力

計である供試体 No.2 および No.3 が他の供試体

と比較して若干高い値となった。これは有効応

力計のケースに用いたポリエチレンフォームの

熱伝導率（0.064W/(m・k)）が現有効応力計ケー

スの熱伝導率（0.140～0.190 W/(m・k)）よりも

低いことによる断熱効果の影響と考えられる。

また全ての供試体において同様な傾向の温度変

化が生じ，発泡スチロールによる断熱効果が確

認された（図－6）。 

供試体毎の内部の温度差は供試体中心部と型

枠内側付近の間で最大 0.6℃程度であった。この

ことにより供試体内部の温度差による内部拘束

の影響は少なく，供試体にほぼ一様な温度によ

る体積変化が生じたと考えられる（図－7）。 

（2）応力測定結果 

図－8 に応力の測定結果を示す。今回の試験は

型枠として発泡スチロールを用いたため型枠の

拘束および温度勾配による内部拘束，乾燥収縮

の影響が少なく，供試体にはほぼ一様な温度変

化による体積変化が生じたと考えられる。有効

応力計は一様な体積変化を応力として検出しな

いことが理想なため，検出応力が 0 に近いほど

精度が良いことを示している。今回試作した 

50 

（単位：mm） 
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低剛性型有効応力計は，温度上昇時における誤

検出応力が小さく，温度降下後に検出応力が 0

近辺に戻る傾向が得られている。 

よって，試作した有効応力計の精度向上が確

認できた。 

 

6 結論 

 有効応力計の理論の再確認の結果，有効応力

計ケースの軸剛性および摩擦の低減によって若

材齢時の精度が向上することがわかった。また，

ケースの剛性および摩擦を減少した低剛性型の

有効応力計を製作し，現在の有効応力計との比

較実験を行った結果，低剛性型有効応力計の精

度向上を確認できた。 
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図－6 供試体中心部温度 

図－7 供試体 No.3 温度 

表－4 試験パターン 

供試体No． 計測対象 寸法（cm） 型枠および養生条件 備考

20×20×100
発泡スチロール（10cm）

による簡易断熱

発泡スチロールと供試体
の間にはラップを設置

供試体内部に温度測定用の
熱伝対を供試体および

型枠付近に設置

2

3

4

5

現有効応力計

低剛性型有効応力計

低剛性型有効応力計
（軽量ロードセル）

現ロードセルのみ

埋め込みひずみ計

1

AE減水剤
C S

169 412 710 1.03

SP
mm cm % %

粗骨材

水セメント比 細骨材率

セメント 細骨材

粗骨材の

最大寸法

スランプ 空気量

の範囲 の範囲

%

水

W
AE剤

W/C s/a

単位量[kg/m3]

102920 10 6 41 42.3

G

0.0124 0

表－5 コンクリート配合表 
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